
大阪府内の私立高等学校等の授業料無償化制度について
【国】高等学校等就学支援金 【大阪府】私立高等学校等授業料支援補助金

■授業料無償化制度の趣旨

■授業料無償化制度の内容 （平成31年度新入生の場合）

①就学支援金(国制度)

・保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）が、507,000円未満の世帯に対し、
基礎額として、月額9,900円（年額 118,800円）が国から支給されます。

大阪府では、大阪の子どもたちが、中学校卒業時の進路選択段階で、国公立高校と同様に、私立の
高校や専修学校高等課程、各種学校のうち国家資格者養成課程に指定されている学校等（以下「専修学校

高等課程等」）についても、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を保障するため、
【国】高等学校等就学支援金（以下「就学支援金」）と併せて【大阪府】私立高等学校等授業料支援
補助金（以下「授業料支援補助金」）を交付することにより、私立高等学校等の授業料が無償となる
よう支援しています。

平成31年度 新入生用

《全日制高校・専修学校高等課程等》

《通信制高校》

・保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）が、507,000円未満の世帯に対し、
基礎額として、１単位あたり4,812円が国から支給されます。（年間30単位、通算74単位が上限）

・毎月１日に在学する生徒が支給対象となり、府から私立高校等へ振り込みます。
・保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）に応じて支給額が加算されます。

②授業料支援補助金(府制度) 大阪府内在住の生徒・保護者が対象

【必要な要件】
・生徒とその保護者（親権者全員）が、大阪府内に在住していること。
・10月１日(基準日)に府内の私立高校等のうち、教育長が指定する就学支援推進校に在学していること。
・生徒が、就学支援金を受給していること。
・保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）が、基準の範囲内であること。
・在学する私立高校等が指定する期限までに、学校において必要な手続きを行うこと。

入学時に学校で手続きを行います。

所得割額
（親権者合算）

加算割合 全日制高校・専修学校高等課程等 通信制高校

0円（非課税）、生活保護 2.5倍 月額24,750円（年額297,000円） 1単位あたり、12,030円

85,500円未満 ２ 倍 月額19,800円（年額237,600円） 1単位あたり、 9,624円

257,500円未満 1.5倍 月額14,850円（年額178,200円） 1単位あたり、 7,218円

507,000円未満 ー 月額 9,900円（年額118,800円） 1単位あたり、 4,812円

507,000円以上 対 象 外 対 象 外

【就学支援金の支給額】 ●在学する私立学校の授業料額が上限となります。
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■授業料支援の内容（平成3１年度新入生の場合）

・保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）が下表のA～Cランクに該
当する場合は、就学支援金と合わせて標準授業料（年間60万円）を上限に補助金が交付されます。
（授業料が年間60万円未満の学校の場合は、その額が上限となります。）

・授業料が年間60万円を超える場合でも、差額分は私立高校等に負担していただきますので、
保護者の授業料負担は実質無償となります。

・保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）が下表のDまたはＥランク
の場合は、私立高校生を含んで２人以上の子どもを扶養する世帯については「多子世帯」としてさらに手厚
い支援が受けられます。
※「多子世帯」については、次頁下段を参照してください。

所得区分

モデル世帯の

年収めやす

※⑴

所得割額

（親権者合算）

就学支援金

（国） ①

授業料支援補助金

（府） ②

支援額の計

①＋②

保護者負担

（授 業 料 が

60 万円 の

学校の場合）

Ａランク 250万円未満 0円(非課税)、生活保護 297,000円 303,000円

600,000円 0円Ｂランク 350万円未満 85,500円未満 237,600円 362,400円

Ｃランク 590万円未満 257,500円未満 178,200円 421,800円

Dランク 800万円未満 418,500円未満

118,800円

(481,200円) 
<381,200円>

281,200円

(600,000円) 
<500,000円>

400,000円

(0円)
<100,000円>

200,000円

Eランク 910万円未満 507,000円未満
(381,200円)

<181,200円>
0円

(500,000円)
<300,000円>

118,800円

(100,000円)
<300,000円>

481,200円

対象外 910万円以上 507,000円以上 0円 0円 0円 600,000円

【就学支援金・授業料支援補助金の所得区分と年間支給額（平成31年度入学生の場合）】

《全日制高校・専修学校高等課程等》

【就学支援金・授業料支援補助金の所得区分と１単位あたり支給額（平成31年度入学生の場合）】

《通信制高校》
・保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）が下表のA～Cランクに該当す
る場合は、就学支援金と合わせて標準授業料（１単位あたり10,032円）を上限に補助金を交付します。
（1単位あたりの授業料が10,032円未満の学校の場合は、その額が上限となります。）

・授業料が１単位あたり10,032円を超える場合でも、差額分は私立高校等に負担していただきますので、
保護者の授業料負担は実質無償となります。

所得区分

モデル世帯の

年収めやす

※⑴

所得割額

（親権者合算）

就学支援金

（国）①

※(2)

授業料支援補助金

（府）②

支援額の計

①＋②

保護者負担

（授 業 料 が

1単位あたり

10,032円の

学校の場合）

Ａランク 250万円未満 0円(非課税)、生活保護 ※(3) 10,032円 0円

10,032円 0円Ｂランク 350万円未満 85,500円未満 9,624円 408円

Ｃランク 590万円未満 257,500円未満 7,218円 2,814円

府対象外 910万円未満 507,000円未満 4,812円 0円 4,812円 5,220円

国対象外 910万円以上 507,000円以上 0円 0円 0円 10,032円

※(1) モデル世帯とは、4人世帯（夫婦どちらか一方が働き、子ども2人（16歳以上19歳未満1人、16歳未満1人））のケースです。
※(2) 就学支援金の支給額は、年間の履修単位数が30単位以下の場合の1単位あたりの支給額です。
※(3) Aランクの就学支援金の支給額は、計算上は1単位あたり4,812円×2.5倍＝12,030円となりますが、この表は、1単位あたりの

授業料が10,032円の学校の場合の額です。

〔3段書きの＜ ＞内は、私立高校生を含めて２人の子どもを扶養する世帯等の場合
（ ）内は、私立高校生を含めて３人以上の子どもを扶養する世帯等の場合〕
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必要となる書類

マイナンバー（個人番号）を確認する書類
（いずれか１つ）※1

・個人番号カードの写し
・個人番号通知カードの写し
・個人番号が記載された住民票の写し

（住民票記載事項証明書でも可）

【市町村民税・道府県民税所得割額等を確認するために必要となる書類（平成3１年度の場合）】

就学支援金、授業料支援補助金を受けるための手続きは、入学後、在学している私立高校等で行います。
学校の案内に従って、提出期限までに必ず以下の書類を提出してください。

①各補助金の申請書（国・府いずれの要件も満たす場合、それぞれの制度の申請書を提出する必要が
あります。）

・国制度：受給資格認定申請書・収入状況届出書（各学校より生徒に対して配布されます。）

・府制度：授業料支援申請書（各学校から大阪府内に住所を有している生徒に対して配付されます。）

②保護者全員の所得割額が確認できる書類（マイナンバー（個人番号）を基に、所得割額の確認を行います。）

■必要な提出書類（入学後、私立高校等において申請手続きが必要です！）

③健康保険証の写しと在学（在校）証明書（「多子世帯」に該当する場合に限る）

・ 保護者が扶養している子どもの人数を確認するために健康保険証の写しをご提出ください。

・ 国民健康保険加入者は、国民健康保険証ではなく、世帯全員の住民票（続柄表記のもの）を提出して
ください。
いわゆる浪人生に該当する子どもがいる世帯については、予備校等の在校証明書または当該子どもに対する教育費
負担にかかる申出書を提出してください。
（申出書については通われる学校の事務室より様式を受け取ってください。）
・ 19歳以上の子どもで、大学等に在学している者を人数に含める場合は在学（在校）証明書の提出をお願いします。
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※1 マイナンバーは平成30年度・平成31年度の市町村民税・道府県民税所得割額を確認するために使用します。
※2 マイナンバーは、法令に定められた必要な範囲内のみで活用します。
※3 郵送により個人番号カードの写し等を提出される場合は、本人確認のための書類（顔写真付きの個人番号

カードの表面の写し又は免許証の写し、パスポート等）を合わせて添付してください。
※4 生活保護を受給している世帯で税の申告をされていない方については、生活保護の受給証明書を提出して

ください。（その場合、マイナンバーの提出は不要です。）

・就学支援金（国制度）については、マイナンバーを提出し認定を受ければ、その後の手続きは原則不要となり
ます。ただし、保護者に変更があった場合や、税額更正があった場合には手続きが必要ですので、通われる私立
高等学校等にご確認ください。）
・授業料支援補助金（府制度）については、毎年度申請が必要です。
・世帯の状況に応じて他の書類が必要となる場合は、追って申請した学校より連絡がありますので案内に従って書類
の提出をお願いします。
・やむを得ない理由によりマイナンバーを使用しない場合は、申請書様式や提出書類が異なります。詳しくは通われる
私立高等学校等にご確認ください。

●「多子世帯」とは…

所得区分が、DまたはEランクに該当する場合、私立高校生を含んで２人以上の子どもを扶養する世帯等について
は、「多子世帯」としてさらに手厚い支援が受けられます。（前頁上表を参照）

※ただし、19歳以上の子どもについては、以下に該当する学校に在学している者に限り人数に含めます。
なお、大学等の進学をめざすいわゆる浪人生についても、高校等卒業後１年間に限り、特例的に人数に含めます。

※2
※3
※4

●必要書類



【制度に関する問い合わせ先】

大阪府 府民お問合せセンター ピピっとライン
電話：06-6910-8001 FAX：06-6910-8005

大阪府 教育庁 私学課 私立高等学校等授業料支援補助金担当
〒540-8570 大阪市中央区大手前3-1-43 大阪府新別館南館10階
電話：06-6941-0351（代） FAX：06-6210-9276

「私立高校生等に対する授業料支援について」
http://www.pref.osaka.lg.jp/shigaku/shigakumushouka/

※申請書類の提出期限や授業料の還付・相殺時期に関することは、
学校の事務室にお問い合わせください。

■その他留意事項

（１）所得区分の判定は、保護者の市町村民税所得割額と道府県民税所得割額の合計額（親権者合算）
で行い、毎年度判定します。

（２）道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額が他府県で課税されている場合は、大阪府内に住所がある
ことを確認する必要があるため、住民票（生徒及び保護者について記載されているもの）が必要となり
ます。

（３）市町村民税所得割額または道府県民税所得割額の更正や、大阪府外への転居、離婚等による保護者の
変更等によって、支給額が変更される場合があります。

（４）大阪府内在住の保護者が、勤務先の命令により、他府県に単身で赴任せざるを得なくなった場合、
辞令の写し等を申請書類に添付することで、大阪府内在住とみなすことができます。

（５）保護者の全員または一方が海外に在住しており、市町村民税所得割額および道府県民税所得割額を
証明する書類が発行されない場合は、就学支援金の加算と授業料支援補助金は、支給対象外となります。

（６）入学金や教科書代、修学旅行費など、授業料以外の納付金は、支援の対象外です。
（７）私立高校等は、生徒の10月1日時点の在学を確認後、10月末ごろに府から学校へ振り込まれる補助金

によって、授業料の還付や相殺（差し引き）を行います。したがって、授業料無償化の対象となる
場合であっても、私立高校等への就学支援金・授業料支援補助金の交付前に納期が到来する授業料等に
ついては、一旦納付していただく必要があります。（授業料等の納付が困難な場合は、在学する学校の
事務室にご相談ください。）

（８）生徒が、10月１日より前に私立高校等を転退学した場合、その年度における授業料支援補助金は、
支給されません。（就学支援金は、各月1日に在学する生徒が支給対象となります。）

（９）授業料の還付や相殺（差し引き）の方法は、私立高校等によって異なります。詳細は学校の事務室に
お問合せください。

（10）私立高校等が実施する独自の奨学金や減免制度が適用される場合は、支給額が減額されることが
あります。

（11）私立高校等に在学中、学資負担者の失職や倒産などにより家計が急変し、授業料の納付が困難に
なったときは、別途、授業料の減免制度の対象となる場合があります。詳細は、学校の事務室に
お問い合わせください。

（12）この制度は、２０１９年度（平成31年度）から２０２３年度（平成35年度）までの入学生が
卒業するまでの間適用されます。

Ⓒ2014 大阪府もずやん

【大阪府ホームページ】
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＜高校段階＞ 私立高校をはじめ、国の就学支援金の加算支給の対象となる以下の学校
※ただし、留年生及び専攻科や別科の生徒、科目履修生、聴講生は除く

・ 私立高等学校、中等教育学校（後期課程）及び特別支援学校（高等部）
・ 公私立専修学校（高等課程）
・ 国公私立高等専門学校（第１学年から第３学年までに限る。）
・ 「保健師助産師看護師法」に定める学校又は准看護師養成所（※）
・ 「調理師法」にもとづく調理師養成施設（※）

・ 「製菓衛生師法」にもとづく製菓衛生師養成施設（※）

・ 「理容師法」にもとづく理容師養成施設（※）

・ 「美容師法」にもとづく美容師養成施設（※）

・ 各種学校のうち一定の要件を満たす外国人学校（文部科学省告示で指定）
（※）専修学校一般課程又は各種学校の認可を受けている学校に限る。

＜大学段階＞学校教育法で定める大学、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）
※ただし、高校等卒業後、1年間に限り、いわゆる浪人生についても、特例的に大学等の学生とみなします。

■「多子世帯」の対象となる学校の範囲
（保護者に扶養される19歳以上の子どもが以下の学校に在籍している場合は人数に含めることができます。）


